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事
務
事
業
の
実
績

種　別 (単位)

成果指標

事務事業コスト

(単位：千円)

他職種の成果に貢献するものなので

独自の設定は困難である

指標の名称

18,261

0

32,324

　決算額　　(単位：千円) 9,330

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

22,994

9,330

0

0

0

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

財源項目

(単位：千円)

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

今後の方向性

需要に応じた検査を行うため、コストは年度により多少変動する。24年度から引き続き、消費者庁からの無償
貸与機器を用いた検査項目を実施し、コスト削減を図っている。効率性

3

手段の適切性

前年度から
改善した事項

　一般財源（区負担額） 32,324

0

0 0

26,525

25年度は、4か月に渡る空調全面改修を居ながら工事で実施したため、検査室の実質稼働期間が短い中、食品検査
件数は前年度比88％を確保した。また、放射性物質検査については予定通りの件数測定を実施した。

目的達成度 3

必要性

26,971

0

[終了予定]

一部委託

事業NO.

 [小　　柱]

〔法令等名〕

（１）食品衛生・環境衛生担当からの依頼による細菌検査および化学検査の実施。
（２）教育委員会等からの依頼による放射性物質検査およびﾉﾛｳｲﾙｽ検査の実施。
（３）区関係機関からの依頼検査への対応。

 [施　　策]

直接の対象：保健所、教育委員会　　　　最終的な対象：一般区民

２４年度２３年度
目標値

（２７年度）

（26年度）　2,600 2,569

26,525 26,971

　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

2,461

事業目的

根拠法令等

事業対象

委託内容

事業内容

委託の有無

補助金の有無

活動指標

なし

食品衛生法、地域保健法

感染性産業廃棄物および廃液の処理委託　

２５年度

　

行政試験検査機関として、科学的根拠を提供することにより区民の安全・安心な生活環境を確保する。

件検査総件数 2,596
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事務事業名 各種検査 所
管

健康部

年度

年度

事
務
事
業
の
概
要

行政計画

昭和

生活衛生課

長期総合
計画体系

 [基本目標]

[事業開始]

計画事業名
事業の開始・終了年度

法令（義務）

なし

[評価の理由]（区民生活への影響を十分考慮すること）

科学的な衛生行政を維持していく上で、信頼性・正確性を確保した検査データは必須である。
行政機関が試験検査を行うことで各部署と連携した迅速柔軟な衛生行政を推進でき、的確な
健康危機管理対応が可能となる。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

食品衛生検査は法令により行政実施が基本であり、本事業は保健所の監視・指導業務を支える事業である。

維持

評
価
結
果

保健所各部署と連携した検査を実施し、社会情勢や区民ニーズを反映した検査内容は常に一定の効果を上
げている。25年度は4か月工事を行ったが、検査件数減少は最小限であり、目標はおおむね達成されてい
る。

3 行政処分・指導に関わる検査データには信頼性・正確性が必須のため、行政が主体となる必要がある。
社会情勢に合わせ、随時、検査項目の見直しを図っている。


